
重度心身障害者医療費助成要綱

昭和５８年２月１日

訓令第２号

（目的）

第１条 この要綱は、重度心身障害者（以下「障害者」という。）の医療費の一部を助成することに

より、当該障害者の保健の向上を図り、もって障害者の福祉の増進に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において「社会保険各法」とは、次の各号に掲げる法律をいう。

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）

（２） 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）

（３） 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）

（４） 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）

（５） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

（６） 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

（７） 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

２ この要綱において「対象者」とは、田布施町内に居住地を有する者又は国民健康保険法第１１６

条若しくは第１１６条の２の規定により田布施町が行う国民健康保険の被保険者とした者又は高

齢者の医療の確保に関する法律第５５条の規定により山口県後期高齢者医療広域連合が行う後期

高齢者医療の被保険者とした者（国民健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法律の同規定に

よる対象者は山口県内に居住地を有するものに限る。ただし、同法同規定により転出先の県外市町

村において助成を受けることができない場合を除く。）で、かつ、別表第１に定める障害者に該当

する者のうち、社会保険各法の規定による被保険者、組合員、加入者又は被扶養者であって、その

所得が国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和６１年政令第

５４号）第５２条に規定するところにより、なおその効力を有することとなる旧国民年金法施行令

（昭和３４年政令第１８４号）第６条の４第１項に規定する額（対象者に扶養親族等があるときは

国民年金法施行令第５条の４に準じて加算した額）を超えないものをいう。

３ 前項に規定する「所得」は、対象者の前年の所得（１月から６月までの間に受けた医療に係る障

害者医療費については、前々年の所得とする。）とする。

４ 第２項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する者は、対象者としないものとする。

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世帯に属する者

（２） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号若しくは同条第２項の措

置又は同法第３３条の規定による一時保護を受けている者であって、国又は地方公共団体の負

担による医療費の支給を受けることができるもの

（３） 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１６条の規定による施設入所等の措置を

受けている者であって、国又は地方公共団体の負担による医療費の支給を受けることができる

もの

（４） 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）による一般疾病医

療費の支給を受けることができる者

（５） 国民健康保険法第１１６条又は第１１６条の２の規定により他の市町村が行う国民健康保



険の被保険者とされた者

（６） 高齢者の医療の確保に関する法律第５５条の規定により山口県後期高齢者医療広域連合以

外の後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者とされた者

５ この要綱において「社会保険各法の規定による医療に関する給付」とは、疾病又は負傷について

の社会保険各法による療養の給付又は入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、

療養費、訪問看護療養費、特別療養費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給をいう。

（助成の範囲）

第３条 町長は、対象者の疾病又は負傷について、社会保険各法の規定による医療に関する給付が行

われた場合において当該医療に関する給付の額（その者が社会保険各法又は老人保健法による療養

の給付を受けたときは、当該療養の給付の額から当該療養の給付に関する社会保険各法の規定によ

る一部負担金に相当する額を控除した額とする。）が当該医療に要する費用の額に満たないときは、

その満たない額に相当する額（社会保険各法による入院時食事療養又は入院時生活療養に係る療養

を受ける者については、当該入院時食事療養費又は当該入院時生活療養費の給付に関するこれらの

法律に規定する食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を除いた額とする。）を、毎年度予算

の範囲内において重度心身障害者医療費（以下「障害者医療費」という。）として助成するものと

する。ただし、当該疾病又は負傷について、法令の規定により国又は地方公共団体の負担による医

療に関する給付が行われるときは、この限りではない。

２ 前項の医療に要する費用の額は、健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定し

た額とする。ただし、現に要した費用の額を超えることはできない。

（受給者証の交付申請）

第４条 この要綱により障害者医療費の助成を受けようとする者及び被保険者は、町長に対し、重度

心身障害者受給資格（認定・更新）申請書（様式第１号）及び被扶養者確認票（様式第１号の２、

所得税法における１９歳未満の扶養親族を有する者に限る）に次に掲げる書類を添えて申請しなけ

ればならない。

（１） 社会保険各法に基づく被保険者証、組合員証又は加入者証

（２） 収入及び扶養の状況を記載した書類で町長が認めるもの。ただし、障害者医療費の助成を

受けようとする者の同意により公簿等で確認できるときは、当該書類の提示等を要しないもの

とする。

（３） 国民年金証書、特別児童扶養手当証書、身体障害者手帳、療育手帳その他この要綱に定め

る障害を有する者であることを証する書類

（４） その他町が必要と認めた書類

２ 前項の申請に当たって、障害者医療費の助成を受けようとする者及び被保険者は、次に掲げる事

項について、同意しなければならない。

（１） 町長が福祉医療費受給者証の交付及び更新要件確認のため、受給者の所得状況、１９歳未

満の扶養親族の扶養状況を調査すること。

（２） 町長が、高額療養費算定基準額及び一部負担金割合の確認のため、被保険者の世帯の課税

状況を調査すること。

（３） 保険者から高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金の支給を受けることがで

きる場合、申請及び受領について町長に委任すること。

（４） 高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金その他法令等により医療費の助成を



受けた場合、町の過払い相当額を町へ返還すること。

（５） 保険者に対して医療費に関する給付及び付加給付金の支給状況並びに保険資格を町が確認

すること。

（６） 田布施町重度心身障害者医療費助成要綱に基づく指示に違反したときは、受給者証の交付

をせず、又は既に交付している受給者証の効力を停止し、若しくは助成の全部又は一部を支給

しない場合があること。

（受給者証の交付等）

第５条 町長は、前条第１項の規定による申請書又は第３項の規定による申請書の提出があった場合

において、その申請に係る者が対象者であると認めるときは、当該申請書を提出した者に対し、福

祉医療費受給者証（様式第２号の１又は様式第２号の２、以下「受給者証」という。）を交付する

ものとする。

２ 受給者証の有効期間は、交付の日（更新の場合にあっては、その年の７月１日）からその日以後

最初に到来する６月３０日までとする。ただし、交付の日（更新の場合にあっては、その年の７月

１日）に７４歳の者にあっては、７５歳の誕生日の前日までとする。

３ 受給者証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）が受給者証の有効期間満了後も引き

続き障害者医療費の助成を受けようとするときは、毎年５月１日から同月３１日（町長が特に認め

た場合にあっては、６月３０日）までの間に、町長に対し、重度心身障害者受給資格（認定・更新）

申請書（様式第１号）に前条第１項各号に掲げる書類を添えて受給者証の更新を申請することがで

きる。

４ 前項の申請に当たっては、前条第２項の規定を準用する。

５ 第３項の規定にかかわらず、第２項ただし書の規定により有効期間が７５歳の誕生日の前日まで

の受給者証の交付を受けている者が、受給者証の有効期間満了後も引き続き障害者医療費の助成を

受けようとするときは、当該有効期間の満了する日の１か月前から当該有効期間の満了する日まで

の間に、町長に対し、重度心身障害者受給資格（認定・更新）申請書（様式第１号）に前条第１項

各号に掲げる書類及び後期高齢者医療の被保険者証を添えて受給者証の更新を申請することがで

きる。

６ 前項の申請に当たっては、前条第２項の規定を準用する。

（助成の方法）

第６条 受給者は、障害者医療費の助成を受けようとするときは、町長に対し、福祉医療費交付申請

書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて申請しなければならない。

（１） 社会保険各法の規定による一部負担金を支払ったことを証する資料若しくは他の法令等に

よる給付に関し費用徴収金が課せられる場合は、措置の実施機関の発行する決定通知書又は医

療機関の発行する領収書等の当該費用徴収金額が確認できる資料

（２） 高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金その他これに類する給付を受けるこ

とができる場合若しくはできた場合、又はその他法令等の規定により給付を受けることができ

る場合若しくはできた場合は、その給付金額が記載された書類

２ 前項の規定による申請書の提出に当たっては、受給者証を提示しなければならない。

３ 町長は、前項の申請書を受理した場合において、その内容を審査の上適当と認めるときは、障害

者医療費の額を決定し、受給者に支払うものとする。

（現物給付による助成）



第７条 受給者が、社会保険各法に規定する保険医療機関、保険薬局若しくは指定訪問看護事業者又

はその他別に定める病院、診療所若しくは薬局（以下「保険医療機関等」という。）で医療を受け

た場合においては、前条の規定にかかわらず、町長は、当該医療費に関してその者に助成すべき金

額を限度として当該保険医療機関等に対しその者に代わり医療費を支払うことができる。

２ 前項の規定により医療費を支払ったときは、当該医療を受けた者に対し前条の規定による障害者

医療費の助成を行ったものとみなす。

３ 町長は、第１項の規定による医療費の支払を行う場合において、保険医療機関等に支払うべき医

療費の額の審査及び支払に関する事務を山口県国民健康保険団体連合会に委託する方法により行

うものとする。

（受療の手続）

第８条 受給者は、前条の規定により医療を受けようとするときは、当該医療を受けようとする保険

医療機関等に対し、受給者の属する保険者又は組合の発行した被保険者証又は組合員証に受給者証

を添えて提出しなければならない。ただし、緊急やむを得ない事由によりこれを提出することがで

きない者であって、受給者であることが明らかなものについては、この限りでない。

（助成の制限等）

第９条 田布施町は、単身世帯である対象者（生活保護法による保護の実施要領に基づき、世帯分離

の措置等により単身世帯として取り扱われる者を含む。）のうち６５歳以上の者を除き、継続した

入院期間（受給者となる前の入院期間を含む。）が１年を超え、かつ、その月額平均収入額が別表

第２に定める基準額を下回るものについては、第３条の規定にかかわらず、入院に係る障害者医療

費は助成しないものとする。ただし、別に定める事由に該当し、町長が特に認めた場合は、この限

りでない。

２ 田布施町は、受給者証の有効期間内に第１項の規定により入院に係る障害者医療費を助成しない

こととなる者については、同項の規定にかかわらず、当該受給者証の有効期間内に限り、なお入院

に係る障害者医療費を助成するものとする。

第１０条 町長は、必要があると認めるときは、この要綱による障害者医療の助成を受けようとする

者及び受給者に対し、対象者の収入、資産、家族状況等に関し報告を求め、又は関係職員をして調

査させるものとする。

２ 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、受給者証の交付をせず、又は既に交付している

受給者証の効力を停止し、若しくは助成の全部若しくは一部を支給しないことができる。

（１） 受給者の疾病又は負傷が第三者の行為によって生じたものであって、損害賠償を請求する

ことができるとき。

（２） 受給者の疾病又は負傷が受給者の故意による犯罪行為により生じたものであるとき。

（３） 受給者が助成の決定に関する書類で町長が必要と認めるものを提出しないとき。

（４） その他この要綱又はこの要綱に基づく指示に違反したとき。

（変更事項等の届出）

第１１条 受給者は、次の各号の一に該当するときは、速やかにその旨を町長に届け出なければなら

ない。

（１） 住所又は氏名を変更したとき。

（２） 加入している医療保険に変更があったとき。

（３） 助成の対象となる医療の事由が第三者の行為によるとき。



（４） 受給者証を紛失したとき。

（５） 町外へ転出するとき。

（６） 医療費の助成がある施設へ入所するとき。

（７） 生活保護を受けるようになったとき。

（８） 他の法令等により医療費の助成を受けられるとき若しくは受けたとき。

（９） 高額療養費及び高額介護合算療養費並びに付加給付金を受けたとき。

（１０） 障害者手帳等の等級に変更があったとき。

（１１） 税の申告等により所得の増額や控除の減額があったとき。

（受給者証の再交付）

第１２条 受給者は、受給者証を破損し、又は紛失したときは、町長に申請してその再交付を受ける

ことができる。

（受給者証の返還）

第１３条 受給者又はその家族は、第５条第３項若しくは第５項の規定により受給者証の更新の申請

をしないとき又は受給者が死亡したとき若しくは受給者としての要件を欠くに至ったときは当該

受給者証を町長に返還しなければならない。

（障害者医療費の返還）

第１４条 町長は、偽りその他不正な行為により障害者医療費の助成を受けた者があるときは、その

者から、既に助成した障害者医療費の全部又は一部を返還させるものとする。

２ 町長は、受給者が疾病又は負傷に関し損害賠償を受けることができるとき若しくは受けたときは、

その金額の限度において、障害者医療費の全部若しくは一部を助成せず、又は既に助成した障害者

医療費の額に相当する額を返還させるものとする。

３ 受給者及び被保険者は、障害者医療費の助成を受けている者に係る医療費について、高額療養費

及び高額介護合算療養費並びに付加給付金その他の法令等により医療費の助成を受けたときは、そ

の金額の限度において、その金額に相当する障害者医療費を返還しなければならない。

４ 町長は第３条の規定による助成すべき額を超えて助成したときは、受給者及び被保険者からその

過払い相当額を町へ返還させるものとする。ただし、町長が保険者から過払い相当額を代理受領で

きた場合は、この限りでない。

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に定める。

附 則

１ この要綱は、昭和５８年２月１日から施行する。

２ 田布施町重度心身障害者医療費助成要綱（昭和５６年３月２０日制定。以下「旧要綱」という。）

は、廃止する。

３ この要綱の施行の際、旧要綱の規定により交付されている受給者証は、この要綱の規定に基づい

て交付されたものとみなす。

附 則（昭和５９年１０月１日訓令第７号）

この要綱は、昭和５９年１０月１日から施行する。

附 則（平成６年１０月１日訓令第１０号）

この要綱は、平成６年１０月１日から施行する。

附 則（平成８年４月１日訓令第８号）



この要綱は、平成８年４月１日から施行する。

附 則（平成９年９月１日訓令第１５号）

この訓令は、平成９年９月１日から施行する。

附 則（平成１１年４月１日訓令第７号）

この訓令は、平成１１年４月１日から施行する。

附 則（平成１５年４月１日訓令第９号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成１５年４月１日から施行する。

（助成の範囲に係る経過措置）

２ 本則第３条に定める障害者医療費として助成する額に、平成１５年４月１日から平成１５年９月

３０日までの間は、社会保険各法又は老人保健法の規定による入院時食事療養費の標準負担額のう

ち１日あたり５００円（実際に負担する額がこの額に満たないときは、当該実際の負担額）を、平

成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日のまでの間は、１日当たり２５０円を加える。

附 則（平成１９年４月１日訓令第１１号）

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年４月１日訓令第９―３号）

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年８月１日訓令第１２号）

この訓令は、平成２０年８月１日から施行する。

附 則（平成２４年７月９日訓令第１０―２号）

この訓令は、平成２４年７月９日から施行する。

附 則（平成２４年８月１日訓令第１２―２号）

この訓令は、平成２４年８月１日から施行する。

附 則（令和２年１１月２日訓令第６６号）

（施行期日）

１ この訓令は、令和２年１１月２日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際、この訓令による改正前の田布施町重度心身障害者医療費助成要綱に規定す

る様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。



別表第１（第２条関係）

障害者の範囲

別表第２（第９条関係）

入院医療費助成の制限の対象となる者の収入の基準

号 障害者

１ 国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）別表の１級に該当する程度の障害を有す

る者

２ 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の３級に該当する

程度の障害を有する者

基準額 基準額の内訳

基準額の内訳の１から３までに定め

る事項につき、それぞれ算定した額

を合算した額

１ 生活保護法による保護の基準で定める入院患者日用品

費の月額基準額

２ 生活保護法による保護の基準で定める障害程度に応じ

た障害者加算の月額

３ 社会保険各法の規定による医療に関する給付が行われ

た場合において最高となる月額の自己負担額



様式第１号（第４条、第５条関係）

重度心身障害者受給資格(認定・更新)申請書兼台帳

交付年月日 年 月 日

受給者番号 資格認定年月日

申請事由 新規・更新・転入・その他( ) 年齢区分 65歳未満・65歳以上

①
受
給
者

フリガナ
住

所
氏 名

生年月日 年 月 日

フリガナ
住

所

〒 ―

保護者

生年月日 年 月 日

②
障
害
の
状
況

身体障害者

の状況

程度(等級別) 種別

身体障害者の番号 発行第 号 (再判定 )

知的障害者

の状況

程度 第 号

判定日 年 月 日発行 (再判定 年 月 日) 摘 要

精神障害者

の状況

程度(等級別) 等級

精神障害者の番号 年 月 日発行 第 号 (期限 年 月 日)

国民年金

受給者証番号
第 号 傷

病
名

有
期
認
定

まで

特別児童扶養手当

受給者証番号
第 号 まで

③
医
療
保
険

被保険者氏名 受給者との続柄

保険種別
被保険者証

の記号番号

保険者名 保険者番号

所 在 地 付加給付の有無

高額医療費代理受給委任状の有無

④
そ
の
他

同居人氏名
(続柄 ) (続柄 ) (続柄 )

(続柄 ) (続柄 ) (続柄 )

施設入居の有無
ほかに受けることが

できる公費負担

田布施町長殿

年 月 日

申請者 住 所

TEL( )

氏 名

所得状況 本 人 配 偶 者 扶養義務者

控除後の所得額 円 円 円

控除対象親族数 人 人 人

限度額 円 円 円

審
査
欄

資格

審査

□ ① 可

□ ② 否

所得

審査

□ ① 可

□ ② 否
判定

□ ① 認定

□ ② 却下

公募

確認

戸籍・住民票・

生活保護・他制度医療( )・所得



様式第１号の２(第４条、第５条関係)

年 月 日

被 扶 養 者 確 認 票 ( 重度医療受給申請用 )

※ 年12月31日の現況において、「生計を一にする」0歳から19歳未満の扶養親族に

ついて記入上の注意をよくお読みいただき、下欄にご記入ください。

記 入 上 の 注 意

一人のお子さんについて、複数の扶養者(父母等)が同時に扶養することはできません。

同 意 事 項 等

1 記載内容の確認のため、扶養の状況を市町村民税課税台帳により確認させていただきま

す。

2 上記1により確認ができない場合は、それらが確認できる書類で市(町)長が必要と認め

るものを提出していただきますので、ご了承ください。

① 年1月2日～ 年12月31日生まれ の扶養親族(0歳～15歳)

② 年1月2日～ 年1月1日生まれ の扶養親族(16歳～18歳)

重度心身障害者福祉医療費助成制度は、受給対象者の扶養の人数によって所得制限額が

異なります。

平成22年度税制改正により、平成23年中の収入分の税計算から『16歳未満の年少扶養控

除額33万円』及び『16歳以上19歳未満に対する扶養控除の上乗せ額12万』が廃止されたた

め、19歳未満の扶養親族がおられる場合は所得制限の判定において、税制改正前より不利

となる場合があります。

そのような状況にならないように、税制改正前の扶養人数で所得制限額を判定させてい

ただきますので、19歳未満の扶養親族がおられる場合は、下記の事項について必ずご記入

ください。

申請者氏名

(受給者・対象者)

氏 名 続柄 生年月日

(記入例) 山口 一朗 長男 平成25年5月1日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

※職員確認欄(年少) 人

氏 名 続柄 生年月日

(記入例) 山口 花子 長女 平成15年7月5日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

※職員確認欄(特定) 人



様式第２号の１（第５条関係）

福 福 祉 医 療 費 受 給 者 証

(重度心身障害者用)

特 記 事 項

記 号 番 号

受

給

者

居 住 地

氏 名 男 ・ 女

生 年 月 日

有 効 期 間
年 月 日から

年 月 日まで

発 行 機 関 名

及 び 印

福祉医療費負担者番号

交 付 年 月 日 年 月 日



注 意 事 項

1 医療保健機関等で受診される際は、この受給者証に被保険者証(又は組合員証)を添え
て窓口に提出してください。(ただし、入院時の食費は自己負担があります。)

2 人工腎臓(透析治療)、心臓手術、パーキンソン病等の医療には、更生医療、育成医療、
特定疾患医療等の医療の給付が優先適用されますので、これらの医療を受療される際は、

必ず町長に協議してください。

3 入院期間が 1年以上になったときは、医療費の助成が受けられなくなることがあり
ますので、入院期間が 1年に達したときは、町長に届け出て相談してください。

4 次の場合には、速やかに町長に届けを出してください。

(1) 氏名又は住所を変更したとき。

(2) 加入医療保険の内容等に変更があったとき。

(3) 医療の原因が交通事故等第三者の加害によるものであるとき。

(4) 受給者証を紛失したとき。

5 受給者の資格がなくなったとき又はこの受給者証の有効期間が満了したときは、速

やかに町長へこの受給者証を返納してください。

※ この制度は、山口県と共同で実施しています。

◎ この受給者証は、病院・診療所等において、医療保険の自己負担分を支払わないで受

診できるものですから、大切に保管してください。（ただし、入院時の食費は自己負担が

あります。）

◎ この受給者証は、県外では原則として使用できません。

◎ 偽り又は不正な行為によりこの受給者証を使用したり、市町村に対する申告や報告が

正しくなかったり、また、市町村長の指示に正当な理由がなく応じなかったときは、医

療費の助成が受けられなかったり、既に助成した医療費を返還していただくことがあり

ます。



様式第２号の２（第５条関係）

福 福 祉 医 療 費 受 給 者 証

(重度心身障害者用)

特 記 事 項 後 期 高 齢 者 医 療 適 用（※朱書）

記 号 番 号

受

給

者

居 住 地

氏 名 男 ・ 女

生 年 月 日

有 効 期 間
年 月 日から

年 月 日まで

発 行 機 関 名

及 び 印

福祉医療費負担者番号

交 付 年 月 日 年 月 日



注 意 事 項

1 医療保健機関等で受診される際は、この受給者証に被保険者証(又は組合員証)を添え
て窓口に提出してください。(ただし、入院時の食費は自己負担があります。)

2 人工腎臓(透析治療)、心臓手術、パーキンソン病等の医療には、更生医療、育成医療、
特定疾患医療等の医療の給付が優先適用されますので、これらの医療を受療される際は、

必ず町長に協議してください。

3 入院期間が 1年以上になったときは、医療費の助成が受けられなくなることがあり
ますので、入院期間が 1年に達したときは、町長に届け出て相談してください。

4 次の場合には、速やかに町長に届けを出してください。

(1) 氏名又は住所を変更したとき。

(2) 加入医療保険の内容等に変更があったとき。

(3) 医療の原因が交通事故等第三者の加害によるものであるとき。

(4) 受給者証を紛失したとき。

5 受給者の資格がなくなったとき又はこの受給者証の有効期間が満了したときは、速

やかに町長へこの受給者証を返納してください。

※ この制度は、山口県と共同で実施しています。

◎ この受給者証は、病院・診療所等において、医療保険の自己負担分を支払わないで受

診できるものですから、大切に保管してください。（ただし、入院時の食費は自己負担が

あります。）

◎ この受給者証は、県外では原則として使用できません。

◎ 偽り又は不正な行為によりこの受給者証を使用したり、市町村に対する申告や報告が

正しくなかったり、また、市町村長の指示に正当な理由がなく応じなかったときは、医

療費の助成が受けられなかったり、既に助成した医療費を返還していただくことがあり

ます。



様式第３号（第６条関係）

福 祉 医 療 費 交 付 申 請 書

年 月 日

田布施町長 様

申請者 住 所 田布施町

氏 名

受給者証

記号番号

福祉医療費の助成を受けたいので、別紙のとおり証明書類を添付して申請いたします。

振 込 先

種 別

口 座 番 号

口 座 名 義


